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（備考）アメリカ労働省より作成。

（前月差、万人）

10月
▲24.0万人賃金（前年同期比、右目盛）

非農業雇用者数

ＧＤＰ：2008年7-9月期は前期比年率▲0.3％成長
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住宅投資寄与

（前期比年率、％）

純輸出寄与
設備投資寄与

消費寄与

その他寄与

（備考）アメリカ商務省より作成。

(期)
(年)

   　　消費：消費は減少している。

（備考）アメリカ商務省、コンファレンス・ボードより作成。

雇用：雇用者数は減少しており、失業率は上昇している。

-7

-4

-1

2

5

8

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 910

050607 06 07 08

35

45

55

65

75

85

95

105

115

125
（前年比、前期比年率、％）

実質個人
消費支出

（暦年）（月次） 消費者信頼感指数
（右目盛）

（1985年＝100）

（月）
（年）

景気は後退している。先行きについては、金融危機の影響により、
一層厳しさが増すリスクがある。



(備考)  アメリカ商務省より作成。

住宅：住宅建設は減少している。

設備投資：設備投資はこのところ弱い動きとなっており、
資本財受注は減少している。

(備考)アメリカ商務省より作成。
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生産：生産は減少している。

民間設備投資
08年3Q：▲1.0％
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9月　コア個人消費支出（ＰＣＥ）
　　 デフレータ（前年比）　2.4％

（％）

金融政策：ＦＦレート0.5%の引き下げ［1.50%→1.00%］

（備考）ＦＲＢ、アメリカ商務省より作成。

(備考)FRB、全米供給管理協会（ISM）より作成。


